
（７）長与町・時津町と共同運営していた各企業・団体の独身グループ同士が交流することができる登録制（無料）の
婚活応援事業について、令和元年10月から長崎県及び21市町で共同運営を開始した。企業・団体間の交流範囲が
広がったこと、また、県を中心として制度の周知ができたことで、交流件数が増加した（長崎市内登録グループ数20、
長崎市内グループの交流件数累計48件（平成30年度から8件増加））。

（４）前年度に引き続き、保育所待機児童が0人（令和２年4月1日時点）となった。年度途中の入所希望児童につい
て、可能な限り受入れを行っているものの、地域によっては定員数が不足していることや、入所希望の地域・施設に
偏り等があり、年度末に向けて待機児童が発生している状況にある。

（３）子育て支援センターについて、令和2年3月に三重地区に開設（週６日型）したものの、未整備地区への整備につ
いては、計画どおりに進んでいない。しかしながら、発達障害に特化した子育て支援センターも併せ、市内12の子育
て支援センターにおける取組みや市内35箇所の地域の身近な場所で実施しているお遊び教室などにより、子育て家
庭の育児負担が軽減されるとともに、利用者や参加者同士のつながり、仲間づくりが推進されている。

（５）放課後児童クラブは、共働き家庭の増加等により児童クラブの対象となる児童が増加しているため、地域の実
情に合わせて新たに定員を増やし、小学生の放課後の居場所づくりを行った。さらに、放課後子ども教室の実施箇
所を11小学校区増やし、実施拡大を図った。

（６）ひとり親家庭自立支援助成事業の高等職業訓練促進給付金を受給し、養成機関での修業が修了した者9人全
員が、取得した資格に関連する仕事に就職し、安定した雇用につながることでひとり親家庭の自立促進が図られた。
【子育て支援課】

令和２年度　基本施策評価シート 作成日

こども健康課、幼児課、こどもみらい課、長崎創生推進室、住宅課、各総合事務所地域福祉課

・基本施策の成果指標のすべてが100％未満の目標達成率で、目標達成率が95％未満の低いものもあるため「D」と
する。
・個別施策の成果指標11のうち、100％以上の目標達成率が5つと半数以下で、目標達成率が95％未満の低いもの
もあるため「ｃ」となるが、下記のとおり母子の健康診査の受診率が一定の水準を維持しており、健康維持が図られ
ていることや、「こども総合相談」の相談実対応件数が年々増加傾向にある中、児童相談所や学校など関係機関と
連携を図りながら、指導助言等により着実に改善割合を高め、安心した生活を送ることにつながっていること、また、
市内12の子育て支援センターの取組みや市内35か所で実施しているお遊び教室などにより、子育て環境の充実が
図られており、概ね順調に進んでいると判断できることから「ｂ」とする。

令和2年5月28日

基 本 施 策 F4 安心して子どもを生み育て、子どもの健やかな育ちを図ります

基本施策主管課名 子育て支援課 所属長名

基本施策の評価

判断理由

Db 目標を達成していないが、目的達成に向けて概ね順調に進んでいる

井上　琢治

関 係 課 名

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

子どもが 健康に生まれ健やかに育っている。

　　長崎市第四次総合計画［後期基本計画］　基本施策掲載ページ 182ページ　～　184ページ

【評価判断に至った成果・効果及び問題点・その要因】
（1）妊婦一般健康診査の受診率は93.7％、乳幼児健康診査の4か月児は97.5％(達成率は99.5％)と目標値を下回っ
たものの、7・10か月児の平均は92.8％(達成率は102.0％)で、一定水準を維持しており、妊婦や乳幼児の健康維持
を図ることができた。

（２）子どもや家庭からの様々な相談に応じる「こども総合相談」における指導助言等により改善が見られた割合（改
善件数：1,954件/相談実対応件数：2,083件）は93.8％と、前年度の92.7％を上回り子どもや子育てに関する家庭の
問題が軽減、解消され、安心した生活を送ることにつながっている。
　



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標
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●基本施策の評価「Ｄｂ」については、所管評価のとおり。
●評価が「Ｄ」となっていることについて、施策がダイレクトにつながる成果指標になっていないと思う。例えば、医療
費の助成等、他都市と比較しても遜色ないほど取り組んでいると思う。次期計画になると思うが、成果指標に市民意
識調査による「子育てしやすいまち」というようなアンケートの状況などを指標として設定するとよいのではないか。
●成果指標「出生数」が減少していることについて、短期間で解決する数字ではないと思うが、次期総合計画を策定
にあたっては、要因を分析したうえでどう組み立てていくかというのは必要だと思うので、今後検討していただきた
い。
●個別施策Ｆ4-2に「子育て世帯のウェルカム補助金」を創設したことを積極的に記載してはどうか。
●個別施策Ｆ4-3について、「保育士の確保」が問題と聞いている。そのことについて記載がないが、問題点と考える
のであれば記載してはどうか。
●P17「④放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保」の問題点とその要因に「地域における人材不足」と
あるが、その要因が何かわかるよう丁寧に記載すべきである。

二次評価（施策評価会議による評価）

今後の取組方針

（１）母子の健康増進のために、妊娠期から子育て期にかけて、保護者等に対する相談窓口(長崎市子育て世代包
括支援センター)を､よりわかりやすく周知する。また、医療機関など関係機関や総合事務所に配置している地区担当
保健師と、より一層連携した取組みを行い、切れ目ない支援体制を強化するとともに、地域で安心して子育てできる
ように支援を行う。
（２）子どもや子育てに関する相談に適切かつ迅速に対応できるよう職員の研修・人事交流等によりスキルアップを
図るとともに、関係機関とさらに連携しながら相談体制の充実を図る。
（３）子育て支援センター未整備区域において、活用が見込まれる民間施設を積極的に調査・検討するなど、利用者
がより身近な地域で相談・交流、支え合う環境が整うよう、早急に整備を進めていくとともに、身近な地域の中で助け
合う制度であるファミリー・サポート・センター事業を浸透させるため、ホームページなどの活用や地域の集まりでの
制度説明などを実施し、周知の強化を図る。
　また、市営住宅における空き住宅の募集において、定期借家制度を含め、子育て世帯に向けた優先枠を設定する
など、子育て世帯への支援の充実を図ることで、多様なニーズにあった住宅の供給に努める。
（４）子ども連れでも安心して外出できる環境をつくるため、公共施設及び民間施設において、授乳やオムツ替えがで
きるスペースを開放する「赤ちゃんの駅」について、民間企業等の協力が得られるよう、働きかけや認定制度の周知
を図るとともに、認定した施設の広報を行う。
（５）保育の量が不足する地域には重点的に保育所の定員増を伴う増改築等の公募を行い、施設整備への助成を
行う。
（６）放課後子ども教室の実施拡大を図るため、小学校や地域の人材に通じた関係各課の協力のもと、コーディネー
ターとなりえる人材を把握し、その人材への働きかけなど積極的に地域に足を運ぶことで、地域の運営体制を整え
る。また、引き続き学校訪問により既存活動の掘り起こしを行い、各学校・地域に応じた放課後子ども教室となるよう
協議を行う。
（７）ひとり親家庭等が適切な支援を受けられるよう、ハローワークや長崎県ひとり親家庭等自立促進センター等の
関係機関との連携を図りながら、ホームページや広報ながさき、リーフレット等の有効な広報の手法について検討
し、必要な人に必要な情報が届けられるよう努める。
（８）長崎県及び21市町が連携しながら、電子媒体やリーフレットなどにより対象者への制度周知を強化し、登録グ
ループ数の増によるマッチング数の増を図り、結婚を希望する男女の出会いの機会を拡大する。

成　果　指　標

1.50 10月確定予定実績値合計特殊出生率（歴年） 1.48

1.46 1.52 1.58
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※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

達成率 99.0% 95.8% 98.7% 95.9%

むし歯（乳歯）がない3歳
児の割合

75.4％
（26年度） ⇧

84.4 86.2

実績値 78.2 77.4 81.5 80.9

100.4% 99.5%

目標値 79.0 80.8 82.6

98.0 98.0 98.0

実績値 96.4 97.8 98.4 97.5
4か月児健康診査の受
診率

95.8％
（26年度） ⇧

目標値 98.0 98.0

達成率 98.4% 99.8%

99.7%

94.0 94.0

実績値 92.6 96.0 95.8 93.7
妊婦一般健康診査の受
診率（11回まで）

92.3％
（22～26年
度平均）

⇧
目標値 94.0 94.0 94.0

達成率 98.5% 102.1% 101.9%

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28 Ｈ29

個別施策主管課名 こども健康課 所属長名

Ｈ30 R元

高橋　秀子

令和元年度の取組概要

①安心して出産できる環境づくり
・妊婦に対して母子健康手帳を交付し（2,795冊）、出産や育児に関する情報を提供し、健康管理を促した。
・妊婦一般健康診査（14回）、及び産婦健康診査(２回)を医療機関に委託して実施し、支援の必要な妊産婦に対し、
各総合事務所に配置している地区担当保健師が電話や訪問等により支援を行った。
・保護者等が気軽に相談できるよう、こども健康課及び各総合事務所を妊産婦･乳幼児の相談窓口（長崎市子育て
世代包括支援センター）として位置づけ、医療機関等関係機関やホームページなどを通じて､周知を図った。
・妊産婦の口腔疾患の発生及び重篤化を防止するため、歯科健康診査を実施した（1,053件）。
・産前産後支援事業として、助産師による相談支援事業や、支援が必要な母子に対して、心身のケアや育児支援を
行う産後ケア事業（ショートステイ、デイケア）を実施した（相談支援事業：855件、ショートステイ：32件、デイケア：126
件）。
②乳幼児の健やかな成長への支援
・乳幼児の成長・発育状況を確認することで様々な問題を発見し、治療につなげるため、４か月児（2,716人）と１歳６
か月児（2,923人）、３歳児（3,010人）は集団健康診査を７箇所（４か月児：８箇所）で実施するとともに、７か月児
（2,708人）、10か月児（2,655人）は、委託医療機関での個別健康診査等を実施した。
・３歳児健康診査において、眼の異常の早期発見･早期治療につなげるため、ランドルト環(Ⅽ）により行っていた眼科
検査に､10月から検査機器を導入した。
③育児への支援
・各総合事務所の地区担当保健師が電話相談や訪問等を行い、市民の身近な場所で母子の健康や育児に関する
保健指導を行った。
・妊娠期、出産期、乳児期などの段階に合わせた各種教室を実施し、健康で豊かな生活を送るための正しい知識の
普及を行った。
・父親のための育児手帳「パパノート」を配布した(2,795冊)。また、父親の関わり･役割をわかりやすく記載するなど、
リニューアルを行った。併せて、父親も参加する育児学級を土日に開催した（年間24回）。

Ｒ2

令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 F4-1 母と子の健康増進を図ります

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

妊産婦及び乳幼児が 健康な生活を過ごしている。



②乳幼児への健やかな成長への支援
・乳幼児健康診査は疾病等の早期発見を目的にしている
が､集団健康診査の未受診者には訪問や電話などにより
再勧奨しているが、全員の受診には至っていない。特に4
か月児健康診査の受診率は前年度を下回っている。

・就労している保護者も多く、多忙等、保護者の都合によ
り受診に至らない場合がある。

③育児への支援
・支援の必要な家庭の情報を、地区担当保健師が早期に
把握しているが、相談支援や訪問指導、各種教室の参加
につながらない場合がある。

・就労している保護者も多く、多忙等、保護者の都合や、
支援の必要性を保護者が認識していない場合がある。

今後の取組方針

①安心して出産できる環境づくり
・妊産婦の状況を把握するため、産科医療機関等との連携を図り、保健師等による母子健康手帳交付時の保健指
導や相談支援事業を推進する。
・産前産後の支援については、相談支援事業や産婦健康診査により、早期の段階で支援の必要な産婦を発見する
ことが可能となっていることから、産科医療機関等と地区担当保健師が今後も連携のもと支援を行う。
・妊娠・出産･子育てに関して保護者等が気軽に相談できるよう､相談窓口（子育て世代包括支援センター）について､
よりわかりやすい周知を行う。
②乳幼児の健やかな成長への支援
・乳幼児健康診査の未受診者については、通知・電話・訪問により、引き続き、状況確認や受診勧奨を行っていく。
③育児への支援
・育児への不安を軽減し、安心して子育てができるよう、乳幼児健康診査などの様々な機会で支援が必要な家庭を
確実に把握し、各地区の保健師が関わりながら、妊娠期から育児期の相談支援を継続して行う。
・支援の必要な家庭が適切な支援を受けられるよう、医療機関や地域の関係団体等との連携を密にしながら対応を
行う。
・各種教室については、事業の効果、保護者のニーズ等を踏まえながら見直しを行い、効果的な事業を推進する。

③育児への支援
・各総合事務所が市民の身近な場所で保健指導（相談支
援10,098件（前年度10,483件））、各種訪問2,329件（前年
度2,134件））、各種教室7,748人（前年度8,993人）を行っ
た。新型コロナウイルスの感染防止のため、教室を中止
したことにより、全体の教室参加者数は減少したが､個別
対応となる訪問件数は増加した。

・訪問などの個別対応により、母子の状況に応じた対応
ができ、子育て等に対する不安軽減につながった。

評価（問題点とその要因）

5年後にめざす姿に対する問題点 問題点の要因

①安心して出産できる環境づくり
・母子健康手帳の交付や相談支援事業において、保健
師・委託助産師が面接・相談を行っているが、妊娠・出
産・育児に関する悩みや不安を十分に把握できていない
状況がある。

・専門職（保健師等）による母子健康手帳の交付及び相
談支援事業を実施しているが、就労により妊婦と電話が
つながらないなど、保健指導ができない場合がある。

評価（成果と効果）

取組みによる成果 5年後にめざす姿に対する効果

①安心して出産できる環境づくり
・母子健康手帳を交付した2,795人のうち、95.1％が適切
な時期(11週まで)の交付で、適切な妊婦健康診査の受診
につながった。
・産婦健康診査により、早期に支援が必要な産婦を把握
し、産科医療機関、各総合事務所の地区担当保健師と連
携しながら支援につなぐことができた。

・妊婦健康診査の適切な受診により、妊婦の健康管理の
充実が図られた。

・早期に支援が必要な産婦に対し、各総合事務所の地区
担当保健師が支援したり、産後ケア事業を提供すること
で、産婦の心身の負担や子育てに対する不安軽減が図
られた。

②乳幼児への健やかな成長への支援
・乳児健康診査の受診率は、4か月児が97.5％、7か月児
と10か月児の平均が92.8％であった。4か月児の受診率
は目標値を下回ったが､7か月児､10か月児については、
目標を達成できた。

・乳児健康診査の受診により、乳児の健康の保持増進に
つながった。



95.8 ％ 93.7 ％

成果指標及
び目標値の

説明

　妊婦健康診査の受診率が高まると安心な出産が促進されるため、母
子健康手帳を交付した人が、適正な出産時期となる前までに受けた健
康診査（11回）の受診率を成果指標とした。
　転出や出産しない場合等があるため、過去５年間の平均値をもとに
毎年度94.0％以上を維持することを目標とする。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
母子健康手帳交付数：2,917件
11回までの受診者数：30,728人
11回までの異常発見率：13.4％
　
（成果・課題等）
　目標値は達成できている。今後も
妊婦の健康管理の充実を図る。

（取組実績）
母子健康手帳交付数：2,795件
11回までの受診者数：28,815人
11回までの異常発見率：15.2％
　
（成果・課題等）
　目標は達成できなかった。今後も
受診の啓発を行いながら、妊婦の
健康管理の充実を図る。

決算（見込）額 305,978,899 円 285,866,782 円

2

（事業名）
　妊産婦健康診査費

　【こども健康課】

（事業目的）
　妊婦に対する健康診査を実施することで健康
状態を管理し、安心して出産を迎えられるよう
にする。
　また、産婦健康診査を実施し、産婦の健康状
態の把握を行い、産後うつ予防、新生児への
虐待予防を図る。

（事業概要）
　医療機関に委託して、公費負担による妊婦健
康診査を14回実施する。母子の健康状態を確
認することで、妊娠高血圧症候群などの異常を
早期に発見して適切な治療につなぎ、妊婦の
分娩中の異常を予防する。また、出産後には、
公費負担による産婦健康診査を2回実施し、母
体の身体的機能の回復、精神状態等を把握
し、必要な支援を行うことで産後うつ予防、新
生児虐待予防を図る。
　あわせて、妊産婦に対し協力歯科医院にお
いて、歯科健診・歯科保健指導を行う。
　母子健康手帳交付時に、妊産婦及び乳幼児
の健康診査の重要性を詳しく説明し、受診の啓
発を行っている。

実施年度 継続

成果指標 受診率

目標値 94.0

達成率 101.9 ％ 99.7 ％

％ 94.0 ％

実績値

成果指標及
び目標値の

説明

　乳児健康診査の受診率が高まると、乳児の疾病の早期発見と養育者
の育児不安の軽減が図られるため、健康診査の受診率を成果指標とし
た。
　①転出等により受診できない乳児の過去２年間の平均値を差し引い
た数を目標とする。
　②過去５年間の平均値をもとに、毎年度91.0％を維持することを目標
とする。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
①市内8か所で集団健康診査を実
施
　対象者：2,999人
　受診者：2,952人
②医療機関に個別健康診査を委
託
（集団健康診査分を含む）
　対象者：6,117人
　受診者：5,604人

（成果・課題等）
　4か月・7か月・10か月児健康診
査ともに､目標を達成しているが、
引き続き未受診者対応を行う必要
がある。

（取組実績）
①市内8か所で集団健康診査を実
施
　対象者：2,786人
　受診者：2,716人
②医療機関に個別健康診査を委
託
（集団健康診査分を含む）
　対象者：5,777人
　受診者：5,363人

（成果・課題等）
　7か月・10か月児健康診査は､目
標を達成しているが、4か月児につ
いては目標値を下回った。引き続
き未受診者対応を行う必要があ
る。

53,255,318 円 51,662,243 円

達成率  ①100.4％ ②100.7％  ①99.5％ ②102.0％

1

（事業名）
　乳幼児健康診査費

　【こども健康課】
　【中央総合事務所】
　【東総合事務所】
　【南総合事務所】
　【北総合事務所】

（事業目的）
　１歳未満の乳児の適切な時期に健康診査を
実施し、健全な育成を図る。

（事業概要）
　乳児期のうち、４か月・７か月・10か月に健康
診査を行い、成長・発育の状況を確認すること
で、疾病等を早期に発見し、適切な医療機関
へつなぐ。
　また、健康診査の際に、保健・育児に関する
情報を提供するとともに、相談を受けるなど、
養育者の育児不安を軽減し、親子の適切な関
わりの中での発育を促す。未受診者に対して
は、保健師が訪問等によるフォローを行う。

実施年度 継続

成果指標

実績値 ①98.4％ ②91.6％ ①97.5％ ②92.8％

①４か月児健康診査受診率（集団健診）
②７か月・10か月児健康診査受診率（個別健診）

目標値 ①98.0％ ②91.0％ ①98.0％ ②91.0％

決算（見込）額

個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-1】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-1】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

81.5 ％ 80.9 ％

成果指標及
び目標値の

説明

　むし歯がない幼児を増やすことで、幼児の健康を促進できるため、む
し歯（乳歯）がない3歳児の割合を成果指標とした。
　長崎市歯科口腔保健推進計画に準じ、直近値（平成26年度：75.4％）
から毎年度1.8ポイント増を目標とする。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
「歯育て健診」受診者数：1,114人
「歯科予防処置」受診者数：3,380
人
「フッ化物歯磨剤の配布数」：2,970
人

（成果・課題等）
　１歳６か月児で歯科健診参加者
の97.6%に対し、歯科予防処置（フッ
化物塗布）を実施することができ
た。
　１歳６か月児健康診査でむし歯に
なる可能性があると診断された幼
児1,052人の内493人に2歳児歯科
健診を実施することができた。
　歯育て健診の受診率(37.5%)は平
成29年度より上昇しているが、まだ
低い。

（取組実績）
「歯育て健診」受診者数：1,186人
「歯科予防処置」受診者数：3,276
人
「フッ化物歯磨剤の配布数」：2,912
人

（成果・課題等）
　１歳６か月児で歯科健診参加者
の98.0%に対し、歯科予防処置（フッ
化物塗布）を実施することができ
た。
　１歳６か月児健康診査でむし歯あ
りもしくはむし歯になる可能性があ
ると診断された幼児977人の内432
人に2歳児歯科健診を実施するこ
とができた。
　歯育て健診の受診率(40.7%)は前
年度の受診率(37.5%)より上昇して
いる。

決算（見込）額 6,060,114 円 6,440,535 円

4

（事業名）
　小児むし歯予防費

　【こども健康課】

（事業目的）
　幼児期からのむし歯予防習慣の定着を支援
することにより、幼児のむし歯の減少と保健意
識の確立を図り、8020運動の基礎作りを行う。

（事業概要）
・「歯育て健診」
１歳６か月児健康診査で歯育て健診受診票
（協力歯科医院で、歯科健診及びフッ化物塗布
を１回受診可能）を配布
・「歯科予防処置」
１歳６か月児健康診査、２歳児歯科健診の際
のフッ化物塗布
・フッ化物歯磨剤の配布
１歳６か月児健康診査の際に配布
　

実施年度 継続

成果指標 むし歯（乳歯）がない3歳児の割合

目標値 82.6

達成率 98.7 ％ 95.9 ％

％ 84.4 ％

実績値

98.2 ％ 97.5 ％

成果指標及
び目標値の

説明

　育児不安を持つ産婦の体調不良の回復と育児不安の軽減を図ること
が目的であるため、産後ケア事業利用者で育児不安が軽減した産婦
の割合を成果指標とした。
　産後ケア事業利用者全員の育児不安が軽減することを目標とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
ショートステイ：27件（実17人）
デイケア：135件(実77人)

（成果・課題等）
　利用後のアンケートでは育児不
安の軽減につながったと回答した
ものが98.2％と目標値には近づい
ている。事業利用により、子育てに
対する不安が軽減し、順調に育児
ができたという効果があった。
　産婦健康診査で産後うつ傾向を
確認できるようになったこと、ショー
トステイの利用期間を見直したこと
から、利用者は増えている。

（取組実績）
ショートステイ：32件（実21人）
デイケア：126件(実68人)

（成果・課題等）
　利用後のアンケートでは育児不
安の軽減につながったと回答した
ものが97.5％と､前年度をやや下
回ったが､　ショートステイの利用者
は前年度より増加した。
　また、事業利用により、子育てに
対する不安が軽減し、順調に育児
ができたという効果があった。

決算（見込）額 2,384,440 円 2,345,196 円

3

（事業名）
　産前産後支援事業費

　【こども健康課】

（事業目的）
　妊娠・出産・子育てに係る妊産婦の不安や負
担の軽減のため、心身ともに不安定になりやす
い退院後の母子に対して心身のケアや育児の
サポート等を行い、産後も安心して子育てがで
きる支援体制を確保する。

（事業概要）
　市内及び近隣の産科医療機関、長崎県助産
師会へ業務を委託し、ショートステイまたはデイ
ケアの保健指導や育児支援を行う。
　また、本事業利用後は、訪問指導事業や乳
児家庭全戸訪問事業、育児学級、養育支援訪
問事業、４か月児健康診査等他の母子保健事
業につなぎ、子育て期に切れ目のない支援を
行う。

実施年度 継続

成果指標 産後ケア事業利用者で育児不安が軽減した産婦の割合

目標値 100.0

達成率 98.2 ％ 97.5 ％

％ 100.0 ％

実績値



令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 F4-2 子育て支援の充実を図ります

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

子育て家庭が 子育ての喜びを実感し、安心して子どもを生み育てている。

①子育てに関する情報の収集・発信の充実
・子育て応援情報サイト「イーカオ」に子育て家庭への支援内容や幼稚園・保育所・放課後児童クラブなどの情報に
加え、子どもが参加できるイベント情報などを掲載し、子育て家庭に発信した。
・子育て応援情報サイト「イーカオ」に掲載している情報を集約した「子育てガイドブック」を、母子健康手帳を交付す
る際などに配付した。

②子育てに関する相談体制の充実
・子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、相談対応や訪問等により継続的なソーシャルワーク業務を行う「子ども
家庭総合支援拠点」を設置し、子育ての不安感・負担感の軽減のため、子どもや家庭からの様々な相談に応じ、情
報提供や助言を行った。また、必要に応じて多くの機関と連携して支援した。
・「こども総合相談」窓口の普及啓発を図るため、小学校１年生から中学校３年生までを対象に、相談先を記載した
「こども総合相談カード」を配布し、相談窓口の周知を行った。
　
③子育てを通した仲間づくりの推進
・子育て家庭が気軽に集まり、遊びや相談、情報交換などを行う場である子育て支援センターの運営団体に対して
助成を行う。また、令和2年3月には三重地区に週6日型の子育て支援センターを開設した（子育て支援センター数
週６日型：９箇所　　週３日型：２箇所（令和元年度末現在））。
・子どもの発達が気になる保護者の子育てに係る負担を軽減する場である「発達障害支援に特化した子育て支援セ
ンター」の運営団体に対して助成を行った。（１箇所）
・民生委員・児童委員やボランティア等との協働で、地域のふれあいセンター等で乳幼児を持つ親子が遊び、交流す
る「お遊び教室」を実施した。

④子育てを応援する取組みの推進
・公共施設及び民間施設において、授乳室やオムツ替えスペースを乳幼児親子に無料で開放できる「赤ちゃんの駅」
の認定施設数を増やした。
・子育ての援助を受けたい人（おねがい会員）と援助をしたい人（まかせて会員）が会員となり、地域の中で子育ての
一時的な助け合いを行うファミリー・サポート・センター事業を実施した。

⑤経済的支援の実施
・子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、中学校卒業までの子どもの通院及び入院に係る医療費の助成を
行った。

⑥子育て世帯の住まいの支援
・家族の支え合いにより子育てに係る負担軽減を図るなど、子育てしやすい環境をつくるため、三世代で同居又は近
居するために住宅の新築、取得及び改修工事を行う世帯に対して、工事費の一部を助成した。【E6-2から再掲】
・主に新築住宅の入居者募集時に定期借家制度（10年間の入居期間を設定）による子育て世帯を対象とした募集を
行った。【E6-1から再掲】
・空き住宅の入居者募集時に、特定目的住宅として子育て世帯を対象に優先枠を設定して募集を行った。　【E6-1か
ら再掲】

⑦移住した子育て世帯の支援
・長崎県外から長崎市へ移住し、就業又は創業する子育て世帯を経済的に支援するため、「子育て世帯ウェルカム
補助金」を創設した。

個別施策主管課名 子育て支援課

令和元年度の取組概要

所属長名 井上　琢治



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

③子育てを通した仲間づくりの推進
・子育て支援センターにおいて気軽に利用できる場を提
供するとともに、お遊び教室においては地域の身近な場
所で気軽に参加ができる場を提供できた。
○子育て支援センター利用実績
（平成30年度：26,575組→令和元年度： 23,063組）
○お遊び教室開催箇所数及び開催回数
（平成30年度：35箇所　459回→令和元年度： 35箇所
394回）
○お遊び教室参加者数
（平成30年度：15,327人→令和元年度： 12,127人）
　※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和2年2
～3月にイベント等が中止となったことから、利用者や参
加者に影響が出ている。

・地域の身近な場所において、子育て家庭の育児負担が
軽減された。また、利用者や参加者同士のつながりもで
き、仲間づくりが推進された。

①子育てに関する情報の収集・発信の充実
・子育て応援情報サイト「イーカオ」の情報を随時更新し、
子育て家庭が必要としているタイムリーな情報提供に努
めたことにより、アクセス数が増加した。
○アクセス件数
（平成30年度：224,732件→令和元年度：271,681件）
・「子育てガイドブック」を改訂し、子どもや子育てに関する
最新情報をよりわかりやすく提供した。

・子育てに関する情報発信の充実により、子育て家庭に
必要な情報を届けることができた。

②子育てに関する相談体制の充実
・保護者からの相談に加え、関係機関からの相談も増加
している。子どもに関わる機関との連携が図られたことに
より、社会全体で子どもを守ろうという意識が高まってい
る。
○こども総合相談新規受理件数
　(平成30年度：1,534件→令和元年度：1,820件）

・子ども自身及び子育てに不安を感じている保護者が気
軽に相談できる体制があることで、子どもや保護者の不
安感や負担感が軽減された。
・子どもを取り巻く関係機関との緊密な連携により、児童
及びその家庭が抱える様々な問題に対し、早期発見、早
期対応ができた。

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 Ｒ2

目標値 12.0

実績値

71.4% 68.8% 70.6%

評価（成果と効果）

子育て支援センターの
設置数

10箇所
（26年度） ⇧

達成率

10.0 10.0

5年後にめざす姿に対する効果

16.0 17.0 17.0

11.0 12.0

93.8

14.0

102.0%

92.3

83.3%

取組みによる成果

実績値

こども総合相談における
助言指導等により改善
が見られた割合

91.7％
（平成22～
平成26年
度の改善

率）

⇧

目標値

達成率 100.3% 100.1% 100.8%

92.0 92.0 92.0 92.0 92.0

92.1 92.7

成　果　指　標



・公共施設の空きスペースの状況や、利便性に適した場
所の確保が難しい。

④子育てを応援する取組みの推進
・「赤ちゃんの駅」としての条件を満たす施設への働きか
けにより、認定施設数を増やすことができた。
　　令和元年度末現在：59施設（44施設）
　【内訳：公共施設：36施設（34施設）　民間施設：23施設
（10施設）】
　　※（　　　）内は前年度実績
・ファミリー・サポート・センター事業の周知により、「おね
がい会員」「まかせて会員」ともに会員数が増加した。
　令和元年度末累計登録数：1,707人（1,619人）
　【登録内訳　おねがい会員：1,064人（997人）　まかせて
会員：565人（549人）　どっちも会員：78人（73人）】
　令和元年度活動回数　　　：2,092回（2,124回）
　　※（　　　）内は前年度実績

・「赤ちゃんの駅」の認定施設が増えることで、小さな子ど
もを連れた家族の外出時の負担が軽減された。
・ファミリー・サポート・センター事業の利用により、子育て
家庭の負担が軽減され、地域に頼れる人がいるという安
心感を与えることができた。

⑤経済的支援の実施
・中学校卒業までの子どもの医療費を助成することによ
り、子育て家庭の経済的負担の軽減が図られた。
　　医療費支給件数
入院：3,874件（3,583件）
通院：636,182件（571,637件）
　※（　　　）内は前年度実績

・子育て家庭の経済的な負担軽減が図られることで、医
療が必要な子どもたちが安心して医療機関を受診でき
た。

⑥子育て世帯の住まいの支援
・三世代で同居又は近居するために住宅の新築、取得及
び改修工事を行う世帯に対して工事費の一部を助成する
制度（長崎市子育て住まいづくり支援費補助金）により補
助を行った。
　補助件数：36件（同居：8件　近居：28件）
・定期借家制度による入居が2戸あった。【E6-1から再掲】
・特定目的住宅による入居が22戸あった。【E6-1から再
掲】

・三世代同居又は近居をする世帯への補助により、家族
の支え合いによる子育ての負担軽減や子育てしやすい
環境の整備が図られた。
・若年層である子育て世帯が入居することにより、多世代
交流が促進されることで、市営住宅におけるコミュニティ
の活性化が図られた。

評価（問題点とその要因）

①子育てに関する情報の収集・発信の充実
・子育て家庭が必要としている情報を効果的に提供する
ためには、子育て家庭のニーズを的確かつ迅速に把握
する必要があるが、十分でない。

・子育て家庭のニーズを的確かつ迅速に把握するための
情報を収集する手段が不足している。

5年後にめざす姿に対する問題点

⑥子育て世帯の住まいの支援
 ・子育てに適した住宅の条件として、空き駐車場があるこ
と、学校に近いことなどの基準を満たした住宅を選定した
が、特定目的住宅については、募集30戸に対して入居が
22戸であり、空き住戸が生じた。【Ｅ6-1から再掲】

・子育て世帯が希望している、シャワー設備がある、商業
施設が近い、エレベーターや駐車場がある、公共交通機
関が充実しているといったニーズに対して、完全に応えら
れていない。【Ｅ6-1から再掲】

問題点の要因

⑦移住した子育て世帯の支援
・「子育て世帯ウェルカム補助金」を交付することで、移住
した子育て世帯の経済的負担の軽減が図られた。
交付件数：11件

・子育て世帯が県外から移住するためには多額の費用が
伴うため、子育て世帯の移住に対し補助金を交付するこ
とにより、定住に際しての経済的な不安感や負担感が軽
減された。

④子育てを応援する取組みの推進
・「赤ちゃんの駅」の認定施設が不足している。
・ファミリー・サポート・センター事業の「おねがい会員」の
数に対し、「まかせて会員」の数が少ない状況が続いてい
る。

・「赤ちゃんの駅」の認定制度に関して、制度の周知が十
分でない。
・地域によっては、ファミリー・サポート・センター事業がま
だ浸透していない。

②子育てに関する相談体制の充実
・職員の幅広い知識及び現場対応力等、より高度な専門
性の確保が必要とされる。

・核家族化、地域のつながりの希薄化などにより、育児の
孤立化や負担感は増しており、多くの対応を必要とする
複雑複合的な相談が増加している。

③子育てを通した仲間づくりの推進
・子ども・子育て支援事業計画に定める子育て支援セン
ター設置区域のうち、未整備区域への設置が計画どおり
に進んでいない。



今後の取組方針

①子育てに関する情報の収集・発信の充実
・子育て家庭のニーズを的確かつ迅速に把握し、地域の実情に即した子育て支援の更なる充実を図るため、子育て
応援情報サイト「イーカオ」を活用し、子育て世帯から意見などを聴く仕組みをつくる。

②子育てに関する相談体制の充実
・子どもや子育てに関する相談に適切かつ迅速に対応できるよう研修・人事交流等により職員のスキルアップを図る
とともに、関係機関とさらに連携しながら相談体制の充実を図る。

③子育てを通した仲間づくりの推進
・子育て支援センター未整備区域について、活用が見込まれる民間施設を積極的に調査・検討するなど、早急に整
備を進めていく。

④子育てを応援する取組みの推進
・「赤ちゃんの駅」について、民間企業等の協力が得られるよう、働きかけや認定制度の周知を図るとともに、認定を
行った施設の広報を行う。
・ファミリー・サポート・センター事業において、身近な地域の中で助け合うという制度を浸透させるため、ホームペー
ジなどの活用や地域の集まりでの制度の説明などを実施し、周知の強化を図る。

⑥子育て世帯の住まいの支援
・長崎市子育て住まいづくり支援費補助金について、令和2年度から新たに多子世帯を追加しており、補助制度のよ
り一層の周知を図る。【Ｅ6-2から再掲】
・募集住宅の選定にあたり、子育て世代が求める住居の立地や設備など、さらに細かいニーズに応えられるよう見
直していく。【Ｅ6-1から再掲】

⑦移住した子育て世帯の支援
・子育て世帯ウェルカム補助金について、さらなる周知を図り、移住者の増加につなげる。



【個別施策コード：F4-2】

令和元年度

92.0 ％

93.8 ％

102.0

　子どもや子育てに関するあらゆる相談に対応し、不安や疑問を解消
することが、安心した生活を送ることにつながるため、職員の助言指導
等により改善がみられた相談件数の割合を成果指標とした。
（割合＝助言指導等により改善がみられた件数/相談件数）
　長期間継続的に支援が必要なケースを考慮し、直近値をほぼ継続す
ることを目標とする。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
・相談新規受理件数
　　　　　　　　　 1,534件（14.6％増）
・相談実対応件数
　　　　　　　　　 1,853件（14.8％増）
・延対応件数 22,570件（15.2％増）
・改善件数　    1,718件（15.6％増）
（ ）内は対前年度比

（成果・課題等）
　こども総合相談窓口周知のため
小・中学生向けに作成した「こども
総合相談カード」を夏休み前に配
布した。
　相談件数及び延対応件数は例年
以上の増加となり、子どもを取り巻
く問題に対する意識の上昇や見守
りの目が増えたことが考えらえる一
方、問題が複雑複合化しており、よ
り細やかな対応が求められてい
る。
　今後も関係機関との連携を強化
し、要保護児童対策地域協議会の
周知を引き続き行う。

決算（見込）額 1,753,467 円

達成率 100.8 ％ ％

11,603,329 円

（取組実績）
・相談新規受理件数
　　　　　　　　　1,820件（18.6％増）
・相談実対応件数
　　　　　　　　　2,083件（12.4％増）
・延対応件数 31,968件（41.6％増）
・改善件数　    1,954件（13.7％増）
（ ）内は対前年度比

（成果・課題等）
　こども総合相談窓口周知のため
小・中学生向けに作成した「こども
総合相談カード」を夏休み前に配
布した。
　相談件数及び延対応件数は例年
以上の増加となり、子どもを取り巻
く問題に対する意識の上昇や見守
りの目が増えたことが考えらえる一
方、問題が複雑複合化しており、よ
り細やかな対応が求められてい
る。
　今後も関係機関との連携を強化
し、要保護児童対策地域協議会の
周知を引き続き行う。

個別施策進行管理事業シート

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度

1

（事業名）
　児童虐待防止対策費

　【子育て支援課】

（事業目的）
　子どもや子育てに関する家庭の問題が軽
減、解消され、安心して子育てができることを
目的とする。

（事業概要）
　電話・面接（来所・訪問）・メール等で18歳未
満までの子どもやその保護者、関係機関から
のあらゆる相談を受ける。
　家庭相談員・社会福祉士・教員・公認心理
士・保健師等で相談対応。

※こども総合相談費は、令和元年度から児童
虐待防止対策費に一本化した。
（児童虐待防止対策費のうち、こども総合相談
関係決算見込額　2,395,370円）

実施年度 継続

成果指標

実績値 92.7 ％

助言指導等により改善がみられた件数/相談件数

目標値 92.0 ％

成果指標及
び目標値の

説明



【個別施策コード：F4-2】

令和元年度

個別施策進行管理事業シート

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度

23,063 組

92.3 ％

50,874,369

（取組実績）
週６日型　９箇所
 令和元年度利用実績
　　49,860人（15.2％減）
　　21,943組（15.6％減）
週３日型　２箇所
 令和元年度利用実績
　　  748人（45.2％増）
　　　300組（32.7％増）
※（　）内は対前年度比
発達障害支援に特化した子育て支
援センター　週３日型　１箇所
　令和元年度利用実績
　　　1,735人
　　　820組

（成果・課題等）
　地域の身近な場所に気軽に利用
できる場を設けていることで、子育
て中の保護者の育児負担の軽減
が図られた。
　長崎市子ども・子育て支援事業
計画の支援センター配置計画に
沿った配置を実施していく必要が
ある。

　利用者数が増えることで、より身近な場所での仲間づくりの促進や子
育ての不安・負担感の軽減が図られると考えられるため、子育て支援
センターの利用組数を成果指標とした。
　子どもの数は減少しているが、核家族化の進行などにより、子育てに
不安を感じている保護者に対する子育て支援の必要性は引き続き高い
と考えられるため、前年度と同じ利用組数を維持することを目標値とし
た。

達成率 104.9 ％

成果指標及
び目標値の

説明

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
週６日型　８箇所
 平成30年度利用実績
　　58,824人（1.0％増）
　　25,991組（1.6％増）
週３日型　２箇所
 平成30年度利用実績
　　  515人（29.1％減）
　　　226組（26.9％減）
※（　）内は対前年度比
発達障害支援に特化した子育て支
援センター　週３日型　１箇所
　平成30年度利用実績
　　　694人
　　　358組
※平成30年10月開設

（成果・課題等）
　地域の身近な場所に気軽に利用
できる場を設けていることで、子育
て中の保護者の育児負担の軽減
が図られた。
　長崎市子ども・子育て支援事業
計画の支援センター配置計画に
沿った配置を実施していく必要が
ある。

2

（事業名）
　子育て支援センター運営費

　【子育て支援課】

（事業目的）
　子育て中の保護者等の子育ての負担感の軽
減を図り、安心して子育てができる環境を整備
するとともに、地域の子育て支援機能の充実を
図る。

（事業概要）
　育児をしている保護者が気軽に利用でき、つ
どいの場、相談の場、情報提供の場の機能を
備えた「子育て支援センター」を設置。
　支援センター運営は民間団体とし、運営に対
する補助金を交付する。

円

25,000 組

成果指標 子育て支援センターの利用組数

目標値 25,000 組

実施年度 継続

実績値

決算（見込）額 51,039,771 円

26,217 組



【個別施策コード：F4-2】

令和元年度

個別施策進行管理事業シート

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度

6,729,578

1,650 人

1,707 人

成果指標 ファミリー・サポート・センター会員登録数

目標値 1,600 人

成果指標及
び目標値の

説明

　会員が増えることで地域の中で
の子育ての一時的な助け合いが
促進されるとともに、地域における
子育て支援に対する意識の醸成
が図られると考えられるため、会員
登録数を成果指標とした。
　過去５年間の会員の増加率及び
1年間連絡がつかず自動的に退会
処理となる会員等を考慮し、平成
30年度は1,600人を目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
１　平成30年度末累計会員登録数
　1,619人（5.4％増）
　【内訳】
　・おねがい会員
 　  997人（5.2％増）
　・まかせて会員
 　  549人（6.0％増）
　・どっちも会員
 　  73人（4.3％増）
２　活動回数 2,124回（23.7％増）
※（　）内は対前年度比

（成果・課題等）
　会員数は「おねがい会員」「まか
せて会員」ともに増加している。平
成29年度と比較して会員の増加と
ともに、活動回数も増加傾向にあ
り、子育て世帯の一時預かり等の
需要に寄与している。
　地区によっては会員数の偏りも
見られるため、需要と供給のバラ
ンスがとれるよう「まかせて会員」
の登録拡大、認知度の向上につな
がる広報・周知が必要である。

決算（見込）額 6,509,090 円 円

　会員が増えることで地域の中で
の子育ての一時的な助け合いが
促進されるとともに、地域における
子育て支援に対する意識の醸成
が図られると考えられるため、会員
登録数を成果指標とした。
　過去５年間の会員の増加率及び
1年間連絡がつかず自動的に退会
処理となる会員等を考慮し、令和
元年度は1,650人を目標値とした。

（取組実績）
１　令和元年度末累計会員登録数
　1,707人（5.4％増）
　【内訳】
　・おねがい会員
 　  1,064人（6.7％増）
　・まかせて会員
 　  565人（2.9％増）
　・どっちも会員
 　  78人（6.8％増）
２　活動回数 2,092回（1.6％減）
※（　）内は対前年度比

（成果・課題等）
　会員数は「おねがい会員」「まか
せて会員」ともに増加している。
　活動回数は新型コロナウイルス
の影響により減少した月があり、微
減した。
　地区によっては会員数の偏りも
見られるため、需要と供給のバラ
ンスがとれるよう「まかせて会員」
の登録拡大、認知度の向上につな
がる広報・周知が必要である。

103.5 ％

3

（事業名）
　ファミリー・サポート・センター運営費

　【子育て支援課】

（事業目的）
　子育て家庭の多様なニーズに対応するため、
地域住民同士で一時預かり等の助け合いを行
い、子育て家庭の負担軽減を図る。

（事業概要）
　子育ての「援助を受けたい人：おねがい会員」
と「援助をしたい人：まかせて会員」が会員とな
り、地域の中で子育ての一時的な助け合いを
行う住民参加型の会員組織である「ファミリー・
サポート・センターながさき」の運営を行う。

実施年度 継続

実績値 1,619 人

達成率 101.2 ％



【個別施策コード：F4-2】

令和元年度

個別施策進行管理事業シート

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度

（取組実績）
　補助件数：36件
　（同居：8件、近居：28件）

（成果・課題　等）
　三世代で同居又は近居するため
の　住宅の新築工事・取得・改修
工事36件に対して助成し、家族の
支え合いによる子育ての負担軽
減、子育てしやすい環境づくりを
図った。
　今後は、制度周知をより一層図
り、引き続き子育てしやすい環境づ
くりに努める。

36 件

30.0 ％

9,061,000 円

- 円

　認定施設が増えることで、子育て
家庭が授乳やオムツ替えの場所
の心配をすることなく気軽に外出で
きるようになることから、認定した
施設数を成果指標とした。
　令和元年度は前年度から引き続
き、50箇所を目標値とした。

（取組実績）
　認定施設数：59箇所
　　公共施設：36施設
　　民間施設：23施設

（成果・課題等）
　令和元年度は民間施設を中心に
施設を認定し、子育て家庭への情
報を提供した。
　今後も、民間施設の協力を得ら
れるよう、チラシの配布等により、
認定制度のより一層の周知に努め
る。

120 件

50 箇所

59

％

成果指標 三世代同居・近居への支援件数

目標値 70 件

成果指標及
び目標値の

説明

　支援件数が増えることで、三世代
同居又は近居が促進され、家族の
支え合いにより子育てに伴う負担
軽減につながると考えられることか
ら、各年度に実施した支援（補助）
件数を成果指標とした。
　即効的な効果を図るため、平成
30年度は70件を目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
　補助件数：66件
　（同居：19件、近居：47件）

（成果・課題　等）
　三世代で同居又は近居するため
の住宅の新築工事・取得・改修工
事66件に対して助成し、家族の支
え合いによる子育ての負担軽減、
子育てしやすい環境づくりを図っ
た。
　今後は、制度周知をより一層図
り、引き続き子育てしやすい環境づ
くりに努める。

決算（見込）額 26,400,000 円

　支援件数が増えることで、三世代
同居又は近居が促進され、家族の
支え合いにより子育てに伴う負担
軽減につながると考えられることか
ら、各年度に実施した支援（補助）
件数を成果指標とした。
　即効的な効果を図るため、令和
元年度は120件を目標値とした。

達成率 88.0 ％

5

（事業名）
　子育て住まいづくり支援費補助金

　【子育て支援課】
　【住宅課】

（事業目的）
　家族の支え合いにより子育てに係る負担軽
減を図り、子育てしやすい環境をつくる。

（事業概要）
　三世代で同居又は近居するための住宅の新
築・取得・改修工事に対して助成する。

実施年度 継続

実績値

成果指標及
び目標値の

説明

　認定施設が増えることで、子育て
家庭が授乳やオムツ替えの場所
の心配をすることなく気軽に外出で
きるようになることから、認定した
施設数を成果指標とした。
　平成30年度は前年度から引き続
き、50箇所を目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
　認定施設数：44箇所
　　公共施設：34施設
　　民間施設：10施設

（成果・課題等）
　平成30年度は民間施設を中心に
施設を認定し、子育て家庭への情
報を提供した。
　今後も、民間施設の協力を得ら
れるよう、チラシの配布等により、
認定制度のより一層の周知に努め
る。

4

（事業名）
　赤ちゃんの駅推進費

　【子育て支援課】

（事業目的）
　子育て家庭が外出する際の負担軽減を図る
とともに、市民に対して子育てを応援する意識
を醸成し、子育てしやすいまちを目指す。

（事業概要）
　授乳室やおむつ替えスペースがあり、市民に
無料で開放してくれる施設を認定し、認定した
施設の情報を子育て家庭に提供する。

66 件

達成率 94.3 ％

箇所

118.0

成果指標 赤ちゃんの駅として認定した施設数

目標値 50 箇所

実施年度 継続

実績値

決算（見込）額 - 円

44 箇所



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 F4-3 子どもの成長を育む環境の充実を図ります

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

子どもが 充実した環境のなかで、健やかに成長している。

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28 Ｈ29

個別施策主管課名 幼児課 所属長名

Ｈ30 R元

町田　久幸

令和元年度の取組概要

①定員増に向けた保育所等の施設整備
・民間保育所及び認定こども園に対し定員増を伴う施設整備への助成を実施した（４施設（令和２年度中に完了予
定））。
②保育所・幼稚園等の職員の資質向上
・保育士や幼稚園教諭の資質の向上に必要な研修への助成を実施団体に対し行った（開催回数86回、参加者数延
3,554人）。
③多様な保育ニーズに対応した事業の実施
・延長保育、障害児保育事業等への助成を実施した（112施設）。
④放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保
・小学校等の新設・改修にあわせた放課後児童クラブの施設の整備を実施した（1箇所）。
・放課後児童クラブの運営等に対する補助を実施した（96クラブ）。
・放課後子ども教室の実施拡大を図った。（38小学校区→49小学校区）
・法人が設置する放課後児童クラブの施設整備に対し補助を実施した（2個所）。
⑤幼保小、小中の連携推進【G1-3から再掲】
・市内全小学校とその小学校区の幼稚園、保育所、認定こども園による情報交換及び長崎市独自で作成した幼保
小連携の手引書を活用し幼保小連携を推進した。
・子どもたちの人間形成の土台作りのために策定した「長崎っ子の約束　あ・は・は運動」について、これまでに作成
したリーフレットやステッカー、ポスター等を活用し、保護者や地域、子どもたちへの周知徹底を図った。また、「あ・
は・は運動」ステッカーを入学式で新一年生に配布した。さらに、５歳児保護者を対象とした幼保小連携に関するリー
フレットに「あ・は・は運動」について記載し、秋の就学時健診の際に配布した。
⑥子どもが遊ぶ場の充実
・雨の日や寒い日でも遊べる屋内の遊び場を整備するため、全天候型子ども遊戯施設の基本計画を策定した。

Ｒ2

待機児童数
(次年度４月１日時点)

36人
（27年度） ⇩

目標値 0 0 0

達成率 100% 100%

0 0

実績値 76 64 0 0

11,009 11,009 11,009

実績値 10,053 10,248 10,522 10,524

目標値 10,633 10,830

95.6% 95.6%

放課後児童クラブ利用
可能児童数

5,464人
（26年度） ⇧

目標値 5,638 6,089 6,235

保育所等定員数
(次年度４月１日時点)

9,566人
（27年度） ⇧

達成率 94.5% 94.6%

達成率 113.8% 111.6% 112.5% 122.1%

6,300 6,300

実績値 6,418 6,794 7,015 7,693

64.4% 72.1%

59 68 67

実績値 21 29 38 49
放課後子ども教室を実
施している小学校区数

12小学校
区

（26年度）
⇧

目標値 33 46

達成率 63.6% 63.0%



評価（成果と効果）

取組みによる成果 5年後にめざす姿に対する効果

④放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保
・小学校等の新設・改修にあわせた放課後児童クラブの
整備及び転用可能教室を活用した放課後児童クラブの
整備を行い、既存の放課後児童クラブの狭あい化の解消
等を行った。
・放課後児童クラブに対し運営費等の補助を行うことで、
円滑な運営を支援し、児童の放課後等における安全・安
心な生活の場所の確保を行った。
・関係課との連携を強化し、学校訪問により既存活動の
掘り起こしを行うとともに、コーディネーター候補者の情報
を収集した。その結果、各学校の状況に応じた教室の設
置に向け、学校・地域との協議を行うことができたことで、
放課後子ども教室の実施・拡大につながり、放課後等に
おける児童の安全安心な居場所づくりができた（38小学
校区→49小学校区）。

・充実した環境整備に向けて施設整備が図られた。

・子どもが安心して生活できる放課後児童クラブ運営が
行われ、保護者も安心して就労することができた。

・児童が放課後等に色々な体験や活動ができる場とし
て、また放課後等を安全・安心に過ごせる居場所を確保
することができた。

⑤幼保小、小中の連携推進【G1-3から再掲】
・幼保小の職員同士が顔見知りになることで、よりスムー
ズで細やかな情報交換ができ、幼稚園や保育所から小
学校へ就学する際の適応に不安を抱える「小１プロブレ
ム」の解消につながった。

・幼保小連携の継続的な推進により、「小１プロブレム」が
解消され、児童が学校や地域にとけこむとともに、地域で
子どもたちを支援する地域コミュニティの形成につなが
る。

①定員増に向けた保育所等の施設整備
・令和元年度は、定員変更により定員が2人分増加した。
 また、令和元年度から令和２年度にかけて４施設の施設
整備を進めており、令和２年度末には定員が102人分増
加する見込みである。

・保育所待機児童の解消につながる。

②保育所・幼稚園等の職員の資質向上
・研修費の助成により実施された教育、保育、食育、障害
児保育及び保護者支援等に関する研修を、保育所・幼稚
園等の職員が受講した。

・研修により子どもや保護者についての理解が深まり、教
育・保育に必要なスキルが身に付くことで、保育所・幼稚
園等の職員の資質の向上が図られた。

③多様な保育ニーズに対応した事業の実施
・延長保育、障害児保育等を実施している保育所等に対
し助成を行った。

・多様な保育ニーズに対応することで、子育て環境の向
上につながった。



評価（問題点とその要因）

5年後にめざす姿に対する問題点 問題点の要因

⑤幼保小、小中の連携推進【G1-3から再掲】
・日程調整と時間の確保が難しい。
・一部の職員の負担が増えること。

⑤幼保小、小中の連携推進
・連携の多くは一つの小学校と複数の園が連携している
ため。
・小学校においては１年生や５・６年生の担任が連携を担
当することが多く、一部の職員の対応となる。

今後の取組方針

①定員増に向けた保育所等の施設整備
・保育の量が不足する地域には重点的に保育所の定員増を伴う増改築等の公募を行い、施設整備に係る助成を行
う。
②保育所・幼稚園等の職員の資質向上
・保育所・幼稚園等の職員の更なる資質向上のため、引き続き、保育士や幼稚園教諭が必要とする研修への助成を
実施団体に対し行う。
③多様な保育ニーズに対応した事業の実施
・医ケア児の受入れ体制として指定施設を定め、指定施設となる民間保育所等に対し、専任看護師1人分の人件費
相当額を助成することで、受入体制の安定化を図る。
・保育所等における事務のICT(情報通信技術)化を行うために必要なシステム導入等の費用を助成することで、保育
士等の事務負担を軽減し、子どもと向き合う時間を増やすことにより、保育の質の向上や保育士の確保につなげる。
④放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保
・放課後児童クラブについては、小学校区ごとの利用児童数の把握、運営の支援、適正な量の確保を行うとともに、
放課後児童クラブの運営が基準条例に基づいたものとなるよう指導することにより質の向上を図る。
・放課後子ども教室の実施拡大を図るため、小学校や地域の人材に通じた関係各課の協力のもと、コーディネー
ターとなりえる人材を把握し、その人材への働きかけなど積極的に地域に足を運ぶことで、地域の運営体制を整え
る。また、引き続き学校訪問により既存活動の掘り起こしを行い、各学校・地域に応じた放課後子ども教室となるよう
協議していく。
⑤幼保小、小中の連携推進【G1-3から再掲】
・中学校区を単位としたブロックごとの幼保小連携の取組みが進んでいることから、各ブロックの取組みや「あ・は・は
運動」についても、取組みの趣旨を再確認して、その継続・徹底を図る。
・今後、気軽に連携を進められるよう、管理職が活動を参観したり、長期休業中に職員同士の交流を深めるなどの工
夫を広げる。
⑥子どもが遊ぶ場の充実
・子どもたちが豊かな自然環境の中で思いっきり遊びながら成長できるよう「いこいの里（あぐりの丘）」に全天候型子
ども遊戯施設の整備を進める。【D4-2へ再掲】

①定員増に向けた保育所等の施設整備
・令和２年度当初において保育所待機児童解消に至った
が、年度途中の入所希望児童については、年度末に向け
て待機児童が発生している状況にある。

・年度途中の入所希望児童について、可能な限り受入れ
を行っているものの、地域によっては定員数が不足して
いることや、入所希望の地域・施設に偏り等がある。

③多様な保育ニーズに対応した事業の実施
・医療的ケアを必要とする児童（医ケア児）について、保
育所等の受入体制が整っていない。また、看護師不在の
日は医ケア児は自宅待機などで対応している。

・医ケア児を受け入れている施設の看護師は、医療的ケ
ア以外の看護・保育業務を兼務しており負担が大きい。
また、看護師が施設に１人しかいない現状がある。

④放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保
・小学校区ごとの放課後児童クラブの利用児童数につい
て、潜在的なニーズや動向の把握が難しい。
・放課後子ども教室の実施については、放課後子ども教
室開設セミナーの実施、学校との連携による地域の方々
への働きかけなどを行っているが、取りまとめ役のコー
ディネーターとなる人材の発掘が難しい。

・家庭環境・家族類型等によりニーズが異なる。

・地域においては、単発的なボランティアスタッフの候補
者はいるが、中心となって企画・運営し、継続的に関わる
ことのできる人材が不足している。



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-３】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

1

（事業名）
　【補助】児童福祉等施設整備事業費補助
金
　　民間保育所

　【幼児課】

（事業目的）
　民間保育所の施設整備に係る補助を行う
ことで、保育環境の向上及び保育所待機児
童の解消を図る。

（事業概要）
　【施設名】バンビーノ保育園
　【整備内容】移転新築
　【延床面積】478.80㎡
　【事業期間】令和元年度～２年度
　【総事業費】183,153千円
　【補助金総額】127,387千円

　【施設名】聖母保育園
　【整備内容】増改築
　【延床面積】623.48㎡
　【事業期間】令和元年度～２年度
　【総事業費】269,946千円
　【補助金総額】177,444千円

実施年度 継続

成果指標

実績値 10 人 0 人

施設整備により増加した定員数

目標値 10 人 48 人

決算（見込）額 368,550,000 円 0 円

達成率 100 ％ 0 ％

成果指標及
び目標値の

説明

　当該年度における施設整備により定員が増加することで、保育環境
の向上及び待機児童解消が図られることから、増加した定員数を成果
指標、目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
※平成29年度からの２ヶ年事業
・滑石保育園【増改築】※
　定員120人→130人（完了）
・上長崎保育園【改築】※
　定員120人変更無（完了）
・ロザリオ保育園【ブロック塀改修】

（成果・課題等）
　今回の施設整備により10人の定
員増が図られた。

（取組実績）
※令和２年度までの２ヶ年事業
・バンビーノ保育園【移転新築】※
　定員30人→48人
・聖母保育園【増改築】※
　定員50人→80人

（成果・課題等）
　今回の施設整備（令和２年度完
了）により48人の定員増が図られ
る見込みである。
　補助事業者が行う施設整備工事
が年度内に完了しなかったことに
より、全額を令和２年度に繰越し
た。

2

（事業名）
　【補助】児童福祉等施設整備事業費補助
金
　　民間認定こども園

　【幼児課】

（事業目的）
　待機児童の解消及び多様な保育需要へ
対応するため、認定こども園の施設整備を
支援する。

（事業概要）
　【施設名】聖母の騎士幼稚園
　【整備内容】増改築
　【延床面積】1,203.04㎡
　【事業期間】令和元年度～２年度
　【総事業費】341,927千円
　【補助金総額】255,482千円

　【施設名】女の都幼稚園
　【整備内容】増改築
　【延床面積】810.81㎡
　【事業期間】令和元年度～２年度
　【総事業費】214,786千円
　【補助金総額】145,361千円

　【施設名】第二ひかり幼稚園
　【整備内容】大規模修繕
　【延床面積】1,452.50㎡
　【事業期間】令和元年度～２年度
　【総事業費】199,800千円
　【補助金総額】142,847千円

　【施設名】とまちこども園
　【整備内容】大規模修繕
　【延床面積】545.12㎡
　【事業期間】令和元年度
　【総事業費】91,691千円
　【補助金総額】55,888千円

実施年度 継続

成果指標 施設整備により増加した定員数

目標値 135

達成率 100 ％ 0 ％

人 54 人

実績値 135 人 0 人

成果指標及
び目標値の

説明

　当該年度における施設整備により定員が増加することで、保育環境
の向上及び待機児童解消が図られることから、増加した定員数を成果
指標、目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
※平成29年度からの２ヶ年事業
・くるみ幼稚園【創設・改築】※
　定員105人→185人（完了）
・中央こども園【増改築・改築】※
　定員210人→225人（完了）
・樫山認定こども園【増改築・改築】
※
　定員115人→155人（完了）
・ひかり幼稚園【大規模修繕】※
　定員175人変更無（完了）
・深堀こころこども園【ブロック塀改
修】

（成果・課題等）
　今回の施設整備により135人の
定員増が図られた。

（取組実績）
※令和２年度までの２ヶ年事業
・聖母の騎士幼稚園【増改築】※
　定員95人→109人
・女の都幼稚園【増改築】※
　定員65人→105人
・第二ひかり幼稚園【大規模修繕】
※
　定員135人変更無
・とまちこども園【大規模修繕】
　定員105人変更無（完了）

（成果・課題等）
　今回の施設整備（令和２年度完
了）により54人の定員増が図られ
る見込みである。

決算（見込）額 573,812,000 円 55,888,000 円



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-３】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

成果指標 放課後児童クラブ利用可能児童数

目標値 6,235

達成率 112.5 ％ 122.1 ％

人 6,300 人

実績値 7,015 人 7,693 人

成果指標及
び目標値の

説明

　利用を希望する児童が希望どお
り利用できることが、充実した環境
のなかで健やかに成長することに
つながると考えられるため、利用可
能児童数を成果指標とした。
　平成32年度に6,300人とすること
を目標値としており、段階的に実施
するため平成30年度は6,235人を
目標値とした。

　利用を希望する児童が希望どお
り利用できることが、充実した環境
のなかで健やかに成長することに
つながると考えられるため、利用可
能児童数を成果指標とした。
　令和2年度に6,300人とすることを
目標値としており、段階的に実施
するため令和元年度は6,300人を
目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
（1）補助金92ｸﾗﾌﾞ、1,169,446千円
（2）支援員研修８回実施
（3）児童クラブ施設の修繕等
（4）運営管理システム運用支援

（成果・課題等）
　子どもが安心して生活できる放課
後児童クラブ運営が行われ、保護
者も安心して就労することができ
た。
　長崎市子ども・子育て支援事業
計画の確保方策に基づき必要な定
員を確保する必要がある。
　平成27年度から施行した基準条
例への対応が今後の課題である。

（取組実績）
（1）補助金96ｸﾗﾌﾞ、1,344,534千円
（2）支援員研修８回実施
（3）児童クラブ施設の修繕等
（4）運営管理システム運用支援

（成果・課題等）
　子どもが安心して生活できる放課
後児童クラブ運営が行われ、保護
者も安心して就労することができ
た。
　長崎市子ども・子育て支援事業
計画の確保方策に基づき必要な定
員を確保する必要がある。
　平成27年度から施行した基準条
例への対応が今後の課題である。

決算（見込）額 1,175,751,972 円 1,354,751,596 円

3

（事業名）
　放課後児童健全育成費

　【こどもみらい課】

（事業目的）
　保護者が労働等により昼間家庭にいない
小学校に就学している児童に対し、授業の
終了後に適切な遊びや生活の場を与えて、
その健全な育成を図る。

（事業概要）
⑴運営費等補助金の交付
⑵支援員研修の実施
⑶放課後児童クラブ施設の環境整備（施設
修繕等）
⑷運営管理システム運用委託

実施年度 継続



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-３】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

継続

実績値 7,015 人 7,693

成果指標及
び目標値の

説明

　利用を希望する児童が希望どお
り利用できることが、充実した環境
のなかで健やかに成長することに
つながると考えられるため利用可
能児童数を成果指標とした。
　令和2年度までに6,300人とするこ
とを目標値としており、段階的に実
施するため平成30年度は6,235人
を目標値とした。

　利用を希望する児童が希望どお
り利用できることが、充実した環境
のなかで健やかに成長することに
つながると考えられるため利用可
能児童数を成果指標とした。
　令和2年度までに6,300人とするこ
とを目標値としており、段階的に実
施するため令和元年度は6,300人
を目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
・狭あい化の解消：２箇所
伊良林（新校舎に合築：平成29～
30年度）
仁田佐古（新校舎に合築：平成30
～31年度）
・施設の改修：２箇所
南陽（外壁・屋上防水）
手熊（外壁）

（成果・課題等）
　充実した環境整備に向けて施設
整備が図られている。

（取組実績）
・狭あい化の解消：1箇所
仁田佐古（新校舎に合築：平成30
～令和元年度）

（成果・課題等）
　充実した環境整備に向けて施設
整備が図られている。
　仁田佐古小の施設整備により、
平成27年度からの子ども・子育て
支援事業計画に基づく定員の確保
については、一定終了するものと
考えている。
　今まで、学校の余裕教室の改修
や学校敷地内等にプレハブを建設
する等、できる限り市で施設の整
備を行ってきたが、今後は、市とし
て施設整備を行わず、法人による
施設整備を支援するという方針とし
た。令和元年度から法人が設置す
る放課後児童クラブの施設整備に
対する補助制度を創設し実施して
いる。

決算（見込）額 62,424,941 円 24,976,906 円

成果指標 放課後児童クラブ利用可能児童数

目標値 6,235 人 6,300 人

人

達成率 112.5 ％ 122.1 ％

4

（事業名）
　【補助】児童福祉等施設整備事業費
　　放課後児童クラブ

　【こどもみらい課】

（事業目的）
　施設の狭あい化の解消を図るため施設を
整備する。

（事業概要）
　1小学校区（1箇所）の施設整備

実施年度



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-３】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

5

（事業名）
 　【補助】児童福祉等施設整備事業費補助
金
　　放課後児童クラブ

 　【こどもみらい課】

（事業目的）
 　放課後の遊び及び生活の場として適切な
環境を整えることで、放課後児童クラブの受
け入れを希望する児童が希望どおり利用で
きるようにする。

（事業概要）
 　2施設の施設整備に係る経費の助成

　【施設名】学童保育サンサンクラブ
　【整備内容】創設
　【延床面積】 453.15㎡
　【事業期間】令和元年度
　【総事業費】109,200千円
　【補助金総額】66,234千円

　【施設名】たんぽぽクラブ
　【整備内容】創設
　【延床面積】153.66㎡
　【事業期間】令和元年度
　【総事業費】40,286千円
　【補助金総額】20,688千円

※「【補助】児童福祉等施設整備事業費」と
して、市の直接施工により放課後児童クラ
ブの施設整備を行っていたが、令和元年度
からは、「【補助】児童福祉等施設整備事業
費補助金」として法人による施設整備を支
援する方針に改め、施設整備に係る補助制
度を創設した。

実施年度 新規

実績値 2

（取組実績）
・施設整備：2箇所
高城台（創設）
形上（創設）

（成果・課題等）
　充実した環境整備に向けて施設
整備が図られている。

決算（見込）額 86,922,000 円

　施設整備により、利用を希望する
児童が希望どおり利用できることと
なることから、整備施設数を成果指
標とした。
　本事業により整備する施設数を
目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

成果指標 整備施設数

目標値 2 箇所

箇所

達成率 100.0 ％

成果指標及
び目標値の

説明



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-３】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

6

（事業名）
 　放課後子ども教室推進費

 　【こどもみらい課】

（事業目的）
 　社会教育団体等に運営を委託し放課後
子ど も教室を実施し、地域住民の参画を得
て、子どもたちの安全・安心な居場所づくり
を推進する。

（事業概要）
 　放課後子ども教室を地域の社会教育団
体等に委託し実施する。

実施年度 継続

実績値

成果指標  放課後子ども教室を実施している小学校区数

目標値 59 小学校区 68 小学校区

38 小学校区 49 小学校区

達成率 64.4 ％ 72.1 ％

決算（見込）額 6,012,863 円 7,377,283 円

成果指標及
び目標値の

説明

　全ての児童が放課後等に色々な
体験や活動ができる場として、放
課後子ども教室を実施することで、
放課後等を安全・安心に過ごせる
居場所を確保することができ、充実
した環境のなかで健やかに成長す
ることにつながると考えられるた
め、放課後子ども教室を実施して
いる小学校区数を成果指標とし
た。
　平成31年度末までに全小学校区
で実施することを目標値としてお
り、段階的に実施するため平成30
年度は59小学校区を目標値とし
た。

　全ての児童が放課後等に色々な
体験や活動ができる場として、放
課後子ども教室を実施することで、
放課後等を安全・安心に過ごせる
居場所を確保することができ、充実
した環境のなかで健やかに成長す
ることにつながると考えられるた
め、放課後子ども教室を実施して
いる小学校区数を成果指標とし
た。
　令和元年度末までに全小学校区
で実施することを目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
　放課後子ども教室を20小学校区
で委託し実施した。また、18小学校
区は同趣旨の事業として実施され
ている。

（成果・課題等）
　関係課との連携を強化し、学校
訪問により既存活動の掘り起こし
を行うとともに、コーディネーター候
補者の情報を収集した。その結
果、各学校の状況に応じた教室の
設置に向け、学校・地域との協議
を行うことができたことで、放課後
子ども教室の実施・拡大につなが
り、放課後等における児童の安全
安心な居場所づくりができた。
　更なる実施拡大にあたっては、取
りまとめ役のコーディネーターとな
る人材の発掘が難しい。

（取組実績）
　放課後子ども教室を29小学校区
で委託し実施した。また、20小学校
区は同趣旨の事業として実施され
ている。

（成果・課題等）
　関係課との連携を強化し、学校
訪問により既存活動の掘り起こし
を行うとともに、コーディネーター候
補者の情報を収集した。その結
果、各学校の状況に応じた教室の
設置に向け、学校・地域との協議
を行うことができたことで、放課後
子ども教室の実施・拡大につなが
り、放課後等における児童の安全
安心な居場所づくりができた。
　更なる実施拡大にあたっては、取
りまとめ役のコーディネーターとな
る人材の発掘が難しい。



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

②経済的支援
・児童扶養手当の受給者数　延49,221人
・ひとり親福祉医療の受給者数　5,485人
・母子父子寡婦福祉資金の貸付件数　30件

・児童扶養手当の支給や医療費助成等の取組みにより、
ひとり親家庭等の経済的負担の軽減が図られた。

評価（成果と効果）

取組みによる成果 5年後にめざす姿に対する効果

①生活の支援
・年間2,829件の相談に応じ、相談者の個別事情に応じて
生活支援や就職等に関する情報提供等を行った。
・支援が必要な家庭に家庭生活支援員を年間延61件（実
18世帯）派遣した。

・生活上の様々な不安や支障が解消され、日常生活の安
定につながった。

100.0% 100.0%

実績値 100.0% 93.3% 100.0% 100.0%

達成率 100.0% 93.3% 100.0% 100.0%

目標値 100.0%

井上　琢治

令和元年度の取組概要

令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 F4-4 ひとり親家庭等の自立を支援します

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

ひとり親家庭等が 自立した生活を送っている。

個別施策主管課名 子育て支援課 所属長名

①生活の支援
・母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭等の様々な相談に応じ、自立に向けて必要な助言・支援を行った。
・ひとり親家庭の保護者等が病気や就学などで一時的に日常生活に支障が生じている場合に、家庭生活支援員を
派遣して家事や育児などの支援を行った。

②経済的支援
・ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与するため、児童扶養手当を支給した。
・ひとり親家庭等の健康保持と経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成した。
・ひとり親家庭等の経済的自立や扶養している子どもの福祉の増進のため、児童の修学費用等の必要な資金の貸
付を実施した。

③就業の支援
・ひとり親家庭の自立の促進と生活の安定に向けた取組みを支援するため、能力開発や資格取得を行う場合に給
付金（自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練給付金）を支給した。
・母子・父子自立支援プログラム策定員を配置し、ひとり親家庭の就労に関する様々な相談に応じ、きめ細やかで継
続的な就労支援を実施した。
・長崎県と共同で長崎県ひとり親家庭等自立促進センターを運営し、就業支援及び専門家による相談等を実施し、
ひとり親家庭等の自立を総合的に支援した。

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28 Ｈ30 R元 Ｒ2Ｈ29

ひとり親家庭自立支援
助成事業（高等職業訓
練促進給付金）による就
職者数の割合

92.3％
（26年度） ⇧

100.0% 100.0%



今後の取組方針

①生活の支援、②経済的支援、③就業の支援
・ひとり親家庭等が適切な支援を受けられるよう、ハローワークや長崎県ひとり親家庭等自立促進センター等の関係
機関との連携を図りながら、ホームページや広報ながさき、リーフレット等の有効な広報の手法について検討し、必
要な人に必要な情報が届けられるように努める。

評価（問題点とその要因）

5年後にめざす姿に対する問題点 問題点の要因

①生活の支援、②経済的支援、③就業の支援
・近年、ひとり親家庭に対する公的支援制度が充実され
ているが、各種支援制度の情報を知らないひとり親家庭
等が一定数存在している。

　相談窓口や各種支援制度について、広報ながさきや
ホームページ等で周知に努めているものの、必要な情報
が十分行き届いていない。

③就業の支援
・高等職業訓練促進給付金を受給し、養成機関での修業
が修了した者9人全員が、取得した資格に関連する仕事
に就職した。
・母子・父子自立支援プログラム策定員が、対象者一人
ひとりの状況に応じた自立支援計画書を策定し、計画に
沿った就業支援を実施したことにより、32人が就職した。
・長崎県ひとり親家庭等自立促進センターにおいて、総合
的な就業支援を実施し、就業支援セミナーに8人、就業支
援講習会に8人が参加し、延735人の相談に応じた。

・母子・父子自立支援プログラム策定員による個別の自
立支援計画に沿った支援や、長崎県ひとり親家庭等自立
促進センターにおける総合的な支援の実施により、安定
した雇用及びひとり親家庭の自立促進が図られた。
・就職に有利な資格を取得したことにより、安定した雇用
につながり、ひとり親家庭の自立促進が図られた。



（取組実績）
１　自立支援教育訓練給付金
　　　給付金支給　8件
２　高等職業訓練促進給付金
　　　給付金支給　34件

（成果・課題等）
　修了者全員が、取得した資格に
関連する仕事に就職した。
・平成30年度卒業
　修了者　9人（うち就職者9人）
　（修了者数は進学者3人を除く。）

（取組実績）
１　自立支援教育訓練給付金
　　　給付金支給　13件
２　高等職業訓練促進給付金
　　　給付金支給　28件

（成果・課題等）
　修了者全員が、取得した資格に
関連する仕事に就職した。
・令和元年度卒業
　修了者　9人（うち就職者9人）
　（修了者数は進学者2人を除く。）

　技能を習得し就職することで、自立した生活を送っていると考えられる
ため、就職率を成果指標とした。
　修了者全員（特別な事情のある者を除く）が就職することを目標とす
る。

％ 100.0 ％

100.0 ％％

個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：F4-4】

（事業名）
　ひとり親家庭自立支援助成費

　【子育て支援課】

（事業目的）
　母子家庭の母、父子家庭の父の就業をより
効果的に促進する。

（事業概要）
１　自立支援教育訓練給付金
　厚生労働大臣が指定する講座を受講した者
に対し、受講費の一部を助成する。
２　高等職業訓練促進給付金
　就職に有利な資格を取得するために養成機
関で１年間以上修業する場合に、生活費の一
部を助成する。

成果指標及
び目標値の

説明

事業名・担当課・事業目的・概要

取組実績
、成果・課題

等

％ 100.0 ％

№ 区分

達成率 100.0

成果指標 修了者の就職率

100.0

平成30年度 令和元年度

目標値 100.0

1

実施年度 継続

決算（見込）額 34,728,480 円 33,546,920 円

実績値



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 F4-5 結婚を希望する独身男女の婚活を支援します

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

結婚を希望する独身男女が 婚活における出会いの機会を得ている。

Ｈ29

個別施策主管課名 長崎創生推進室 所属長名

Ｈ30 R元

久保　洋

令和元年度の取組概要

①企業・団体間の独身者の出会いの場の創出
・長与町・時津町と共同運営していた各企業・団体の独身グループ同士が交流することができる登録制（無料）の婚
活応援事業について、令和元年10月から長崎県及び21市町で共同運営を開始し、結婚を希望する独身者への出会
いの機会の提供を行った。
②地域資源を活用した体験型婚活交流会の開催
・結婚を希望する独身者を対象に、長崎市のグリーンツーリズム団体等と連携して企画した「地域資源を活用した体
験型婚活交流会」を開催し、長崎市の魅力を体感してもらいながら、出会いの機会の提供を行った。（当初は4回開
催する予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、3回の開催に留まった。）

Ｒ2

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28

市に登録した企業・団体
間での独身男女の交流
件数[累計]

0件
（26年度） ⇧

目標値 10

192.0%

25 30

実績値 19 34 40 48

15 20

達成率 190.0% 226.7% 200.0%

評価（成果と効果）

取組みによる成果 5年後にめざす姿に対する効果

①企業・団体間の独身者の出会いの場の創出
・長崎県及び21市町の共同運営により、企業・団体間の
交流範囲が広がったこと、また、県を中心として制度の周
知ができたことで、交流件数が増加した（長崎市内登録グ
ループ数20、長崎市内グループの交流件数累計48件）。

・マッチング数が増加したことで、結婚を希望する独身者
の出会いの機会の拡大につながった。

②地域資源を活用した体験型婚活交流会の開催
・3回の交流会で、結婚を希望する独身者計45人が参加
し交流が図られ、13組のカップルが成立した。

・婚活交流会の実施により、結婚を希望する独身者の出
会いの機会の拡大につながった。



今後の取組方針

①企業・団体間の独身者の出会いの場の創出
・長崎県及び21市町と連携しながら、電子媒体やリーフレットなどにより対象者への制度周知を強化することで、登
録グループ数の増によるマッチング数の増を図り、結婚を希望する独身者の出会いの機会を拡大する。

②地域資源を活用した体験型婚活交流会の開催
・長崎商工会議所の「でじメール」による企業を介した周知など、幅広い媒体を活用して対象者への交流会の周知を
強化することで、参加者の増を図り、結婚を希望する独身者の出会いの機会を拡大する。

評価（問題点とその要因）

5年後にめざす姿に対する問題点 問題点の要因

①企業・団体間の独身者の出会いの場の創出
・マッチング数の増加による独身者の出会いの機会の拡
大については一定の成果はあったものの、長崎市の独身
者の数から勘案するとグループ数は増える余地があり、
潜在的な結婚希望者の参加を促進する必要がある。

・結婚を希望している市民への制度の周知が十分になさ
れていないことが要因の一つとして考えられる。

②地域資源を活用した体験型婚活交流会の開催
・45人が参加したことで、結婚を希望する独身者の出会
いの機会の提供に関しては一定の成果があったものの、
長崎市の独身者の数から勘案すると参加者は増える余
地があり、潜在的な結婚希望者の参加を促進する必要が
ある。

・結婚を希望している市民への交流会の周知が十分にな
されていないことが要因の一つとして考えられる。



決算（見込）額 1,188,000 円 1,366,200 円

20

市に登録した企業・団体間での独身男女の交流件数[累計]

継続

（取組実績）
・登録件数　18企業団体
　　　　　　　　40グループ
・マッチング（交流）件数
　　　　　　　　40件
・地域資源を活用した体験型婚活
交流会（4回開催　計99人参加
カップル成立17組）

（成果・課題等）
　グループ登録件数が増えたこと
で、出会いの機会が拡大した。ま
た、婚活交流会については、参加
者に対してさらなる出会いの機会
を提供できたとともに、交流会の内
容の立案等をグリーンツーリズム
団体と連携して行ったことで、地域
全体で結婚を応援する機運の醸成
が図られた。
　今後さらに周知を図ることで、登
録件数を増やし、マッチングの数を
増やしながら、新たな出会いの場
の創出に向けた取組みを進める。

（取組実績）
・登録件数　35企業団体
　　　　　　　　20グループ
・マッチング（交流）件数
　　　　　　　　48件
・地域資源を活用した体験型婚活
交流会（3回開催　計45人参加
カップル成立13組）

（成果・課題等）
　企業間交流事業については、長
崎県及び21市町の共同運営によ
り、企業間交流の範囲が広がった
こと、また、県を中心として制度の
周知ができたことで、交流件数が
増加し、結婚を希望する独身者の
出会いの機会の拡大につながっ
た。また、婚活交流会については、
参加者に対してさらなる出会いの
機会を提供できたとともに、交流会
の内容の立案等をグリーンツーリ
ズム団体と連携して行ったことで、
地域全体で結婚を応援する機運の
醸成が図られた。
　今後さらに周知を図ることで、登
録件数を増やし、マッチングの数を
増やしながら、新たな出会いの場
の創出に向けた取組みを進める。

25 件件

平成30年度

　交流件数が増加することにより、婚姻に向けた独身者の出会いの機
会が増加するため、長崎市の婚活支援制度に登録した企業・団体間で
の独身男女の交流件数を成果指標とした。
　先進事例都市（福井県）の状況を踏まえ、平成27年度から5年間で累
計25件（単年度5件）となることを目標値とした。

個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：Ｆ4-5】

（事業名）
　「ながさきで婚活」応援事業

　【長崎創生推進室】

（事業目的）
　独身者の出会いの場を創出することで、結婚
を望んでいる方々の婚姻活動、いわゆる「婚
活」を応援する取組みを行うもの。

（事業概要）
（1）企業間交流事業の運営
　　各企業の独身グループ同士が交流すること
　ができる登録制（無料）の婚活応援事業を運
　営するもの。（長崎市・長与町・時津町で共同
　運営していたが、令和元年10月から長崎市
　及び21市町で共同運営を開始した。）

（2）地域資源を活用した体験型婚活交流会の
開催
　　長崎市の地域資源を活用し、魅力を体感し
　てもらいながら、出会いの機会を提供する婚
　活交流会を開催するもの。

成果指標及
び目標値の

説明

事業名・担当課・事業目的・概要

取組実績
、成果・課題

等

％ 192.0 ％

№

40 件 48 件

令和元年度

目標値

区分

1

実施年度

達成率 200.0

実績値

成果指標


